








(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況  

総資産は前期末に比べ646百万円増加し、36,946百万円となりました。現金及び預金が1,635百

万円減少しましたが、譲渡性預金からなる有価証券が3,500百万円増加しました。また、商品及

び製品が529百万円、原材料及び貯蔵品が434百万円、建物及び構築物が512百万円それぞれ減少

し、投資有価証券は634百万円増加しました。 

総負債は前期末に比べ293百万円減少し、9,254百万円となりました。流動負債その他に含まれ

る１年以内返済予定の長期借入金が906百万円減少し、未払法人税等が612百万円増加しました。 

純資産は前期末に比べ940百万円増加し、27,691百万円となりました。当期純利益1,141百万円

に加え、その他有価証券評価差額金が161百万円増加し、剰余金の配当により301百万円、自己株

式の取得により160百万円それぞれ減少しました。この結果、当期末の自己資本比率は75.0%（前

期末比1.3%増）となりました。  

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

営業活動によるキャッシュ・フローは、3,986百万円の収入（前期比3,754百万円増加）となり

ました。主な収入は、税金等調整前当期純利益2,087百万円、減価償却費525百万円及びたな卸資

産の減少993百万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、171百万円の支出（前期は1,137百万円の支出）となり

ました。主な収入は定期預金および譲渡性預金の預入・払戻による収入400百万円（純額）であ

り、主な支出は有形固定資産の取得による支出209百万円と、投資有価証券の取得による支出230

百万円であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,551百万円の支出（前期は532百万円の支出）となり

ました。主な支出は、長期借入金の返済による支出1,006百万円、自己株式の取得による支出160

百万円及び配当金の支払額301百万円であります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末より2,264百万円増加し、4,499百万円

となりました。 

  

③次期のキャッシュ・フローの見通し 

次期のキャッシュ・フローについては、現金及び現金同等物の期末残高を、50億円程度と見込

んでおります。 

  

④キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

 自己資本比率 53.3%  68.2%  71.9%  73.7%  75.0% 

 時価ベースの自己資本比率 49.9%  40.6%  29.6%  26.2%  27.6% 

 キャッシュ・フロー 

 対有利子負債比率 
10.8倍  6.1倍  1.3倍  9.8倍  0.4倍 

 インタレスト・ 

 カバレッジ・レシオ 
6.3倍  6.0倍  39.5倍  6.3倍  146.7倍 
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自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い 

※１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※２ 株式時価総額は、 期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。有利

子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている営業活動によるキ

ャッシュ・フローを使用しております。また、利払いは、連結損益計算書に計上されている支払利息を

使用しております。 

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、当期の利益、経営環境への対応および企業体質強化のための内部留保との調和を図り

つつ配当を決定することを基本方針としております。これにより当社では、安定配当を確保でき

る経営基盤づくりを行ってまいります。 

 当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、期末配当の決定機関

は、株主総会であります。なお、取締役会の決議により中間配当ができる旨を定款で定めており

ます。 

 当期の配当金につきましては、継続的な安定配当の基本方針に従い、前期と同様に１株につき

普通配当６円を実施するとともに、創立60周年の記念配当３円を加え、１株につき９円とさせて

いただく予定です。また、次期の配当金につきましては、基本方針に則って実施する予定です。  

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のものがあり、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があるものと考えております。なお、将来に関する事項の

記載は、当連結会計年度末において判断したものであります。 

①精糖業への依存と農業政策の影響に関するもの 

 当社グループは、売上高の８割以上を砂糖その他食品事業によっており、その主力製品は精製

糖であります。そのため業績は、精製糖を取り巻く環境の影響を受けやすい構造にあります。 

 精糖業界は、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」等の規制の適用を受けており、政府

の農業政策に大きく影響されます。また、ＷＴＯ（世界貿易機関）における農業交渉や、ＥＰＡ

（経済連携協定）・ＦＴＡ（自由貿易協定）締結交渉の動向は、業界に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

②精製糖生産拠点の集中に関するもの 

 当社グループは、主力製品である精製糖の大部分を関連会社新東日本製糖㈱工場（千葉市美浜

区）にて生産しております。従いまして、同工場が大規模地震その他の事情により操業を中断し

た場合、製品の生産および販売が困難となり、当社グループの業績および財務状態に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

  

③原料および精製糖の価格変動に関するもの 

 精製糖の原料である輸入粗糖は、海外原糖相場と為替相場の影響を受けて仕入価格が変動しま

す。製品の販売価格は、これらの相場に従って変動する傾向にありますが、価格競争等の事情に

より、原料価格の上昇の一部または全部を製品価格に転嫁できない状態が生じた場合、当社グル

ープの業績および財務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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 当社グループは、子会社６社および関連会社６社で構成され、砂糖の製造販売を中心とする食

品事業を主な内容とし、その他にスポーツクラブの経営等の健康産業事業および店舗等の不動産

賃貸・冷蔵倉庫業等の不動産その他事業を行っております。 

 当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおり

であります。 

 なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

(砂糖その他食品事業) 

 当社は砂糖の精製・販売を行っており、関連会社新東日本製糖㈱に精製糖等の製造を委託

し、製品の一部を子会社新豊食品㈱にて包装・加工し、販売会社である子会社日新カップ㈱を

通じて販売しております。日新カップ㈱はこのほか、糖化製品等の仕入・販売を行っておりま

す。また、その他の関係会社住友商事㈱を通じ、製品の販売および原材料、商品の仕入を行っ

ております。 

(健康産業事業) 

 当社および子会社日新余暇開発㈱は、『ドゥ・スポーツプラザ』ブランドで、スポーツクラ

ブやスイミングスクールを運営するとともに、関連事業を行っております。 

(不動産その他事業) 

(1) 不動産賃貸 

 当社は店舗等の不動産賃貸の営業を行っております。 

(2) 冷蔵倉庫・港湾運送 

 子会社ニューポート産業㈱および関連会社日本ポート産業㈱は、冷蔵倉庫業・港湾運送業

等の物流事業を行っております。 

(3) 合成樹脂等の販売 

 子会社日新サービス㈱は、包装資材およびこれに関連する合成樹脂等の仕入・販売を行って

おります。 

 以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。 

２．企業集団の状況
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(関係会社の状況) 

 （注）１ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。 

２ 「議決権の所有[被所有]割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、当該連

結子会社は、事業の種類別セグメントの売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメント間の内部売上

高または振替高を含む)の割合が100分の90を超えておりますため、主要な損益情報等の記載を省略しており

ます。 

５ 有価証券報告書の提出会社であります。 

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
[被所有]割合 

(％) 
関係内容 

(連結子会社)                   

日新カップ㈱ 

(注)３、４ 

東京都

中央区 
 340

砂糖その他 

食品事業 
 100.0

当社製品の販売先、不動産の賃

貸、資金融資、同社の商品仕入債

務に対する保証、役員の兼任４名 

新豊食品㈱ 

(注)３ 

千葉県

千葉市 
 90

砂糖その他 

食品事業 
 100.0

当社製品の包装・加工、不動産の

賃貸、役員の兼任３名 

日新余暇開発㈱ 
群馬県

高崎市 
 90 健康産業事業  100.0 資金融資、役員の兼任２名 

ニューポート産業㈱ 

(注)３ 

千葉県

千葉市 
 900

不動産その他 

事業 
 100.0

不動産の賃貸、資金融資、役員の

兼任４名 

日新サービス㈱ 
東京都

中央区 
 90

不動産その他 

事業 
 100.0

資金融資、同社の商品仕入債務に

対する保証、役員の兼任３名 

(持分法適用関連会社)                   

新東日本製糖㈱ 
千葉県

千葉市 
 6,174

砂糖その他 

食品事業 
 50.0

当社製品の製造、同社の金融機関

借入金に対する保証、役員の兼任

６名 

新中糖産業㈱ 

(注)５ 

沖縄県 

中頭郡 

西原町 

 457
砂糖その他 

食品事業 
 28.9 役員の兼任１名 

日本ポート産業㈱ 
兵庫県

神戸市 
 500

不動産その他 

事業 
 40.0 不動産の賃貸、役員の兼任３名 

(その他の関係会社)                   

住友商事㈱ 

(注)５ 

東京都

中央区 
 219,278 総合商社 

[ 20.4 ]

[ (0.6)]

当社製品の販売先および原材料、

商品の仕入先 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、“人々の豊かで快適な明日のために、食と健康に貢献する”ことを使命とし、「新し

い健康文化を創造する企業」を目指しております。そして、“日々新たに、常に前進、常に革

新”を実践することによって、社会に貢献するとともに会社の業績向上を図り、株主・取引先・

従業員など会社の幅広い利害関係者の信頼と期待に応えていくことを基本方針としております。 

 この基本方針のもと、質の高い製品・サービスの提供に努め、併せて各事業の採算向上、効率

化を推進してまいります。 

  

(2）目標とする経営指標および中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、子会社・関連会社を含めた事業の見直しを推し進め、経営資源の選択と集中を行うこ

とにより、中長期的に収益力強化と株主価値の増大を図ることを基本としております。 

株主資本利益率（ＲＯＥ）、売上高、経常利益および当期純利益を重要な経営指標とし、これ

らの一層の向上を目指し、グループ価値の増大を図ってまいります。 

 当社の主業であります砂糖その他食品事業につきましては、お客様にご満足いただける品質の

優れた製品を、適正な価格で安定的に提供できることを目指しております。このため、販売子会

社である日新カップ㈱と一体となって、ユーザーや消費者のニーズにお応えできる「総合甘味サ

プライヤー」として基盤強化を進めてまいります。 

  

(3）会社の対処すべき課題 

 当社グループの主力事業である砂糖その他食品事業は、景気の悪化に伴う食品全般の消費低迷

等により、ここ数年若干の回復傾向が見られた砂糖需要が再び減少する等厳しい状況にありま

す。 

 また、ＷＴＯにおける農業交渉については、結論は先送りされたものの砂糖の取扱いがどうな

るか予断を許さない状況にあります。ＥＰＡ・ＦＴＡについても、結果によっては精糖業界に影

響を及ぼす可能性のあるオーストラリアとの間で本格的な交渉が進められております。 

 こうした状況下、当社グループは、いかなる環境の変化にも対応できるように、重要課題とし

て「コスト競争力の強化」および「販売競争力の強化」 に取り組み、経営基盤を強化してまいり

ます。特に、生産面では、新東日本製糖㈱におけるコストの削減および品質向上に取り組んでお

ります。また、販売面では、「総合甘味サプライヤー」として、お客様のご要望にお応えし、ご

満足いただける製品・サービスを提供できるよう、子会社の日新カップ㈱における販売機能の強

化に取り組むとともに、新製品を迅速に市場導入できるように開発体制を整え、新製品開発力の

強化に取り組んでおります。また、当社グループ一丸となって、お客様に安全で信頼される製品

をお届けすることを最重要課題として取り組んでおります。今後、これら施策を完遂しその実効

を上げることに注力してまいります。 

 健康産業事業では、今年１月に、埼玉県羽生市の“イオンモール羽生”内に、新たに「ドゥ・

スポーツプラザ羽生店」をオープンする等の事業の再構築に取り組んでおります。 

 さらに、当社グループでは、会社法、金融商品取引法等に対応した内部統制体制を構築し、コ

ーポレート・ガバナンス体制の強化を実施しております。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,884 1,249

受取手形及び売掛金 4,532 4,425

有価証券 650 4,150

商品及び製品 3,243 2,714

仕掛品 164 149

原材料及び貯蔵品 1,470 1,036

繰延税金資産 392 346

その他 407 313

貸倒引当金 － △1

流動資産合計 13,747 14,384

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  8,827 ※2  8,570

減価償却累計額 △5,484 △5,739

建物及び構築物（純額） ※2  3,342 ※2  2,830

機械装置及び運搬具 ※2  2,111 2,009

減価償却累計額 △1,472 △1,414

機械装置及び運搬具（純額） ※2  639 594

土地 ※2, ※3  6,079 ※2, ※3  6,079

リース資産 142 377

減価償却累計額 △10 △60

リース資産（純額） 131 317

その他 654 683

減価償却累計額 △525 △570

その他（純額） 129 113

有形固定資産合計 10,322 9,935

無形固定資産   

リース資産 6 －

その他 82 85

無形固定資産合計 89 85

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※4  10,193 ※1, ※4  10,828

繰延税金資産 819 674

その他 1,221 1,131

貸倒引当金 △93 △93

投資その他の資産合計 12,141 12,540

固定資産合計 22,552 22,562

資産合計 36,299 36,946

－10－
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,460 3,070

短期借入金 1,100 1,100

リース債務 30 －

未払法人税等 67 680

未払消費税等 113 －

賞与引当金 288 273

役員賞与引当金 27 2

関係会社整理損失引当金 65 －

その他 ※2  2,743 ※2  1,413

流動負債合計 6,897 6,540

固定負債   

長期借入金 ※2  175 －

リース債務 107 －

繰延税金負債 66 105

退職給付引当金 143 147

役員退職慰労引当金 360 355

再評価に係る繰延税金負債 1,433 1,433

その他 365 ※2  672

固定負債合計 2,651 2,714

負債合計 9,548 9,254

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,004 7,004

資本剰余金 7,718 7,718

利益剰余金 10,393 11,308

自己株式 △32 △192

株主資本合計 25,084 25,838

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 21 183

繰延ヘッジ損益 1 25

土地再評価差額金 ※3  1,643 ※3  1,643

評価・換算差額等合計 1,666 1,852

純資産合計 26,751 27,691

負債純資産合計 36,299 36,946
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 43,324 43,299

売上原価 ※1  35,610 34,646

売上総利益 7,714 8,653

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  6,289 ※2, ※3  6,396

営業利益 1,425 2,256

営業外収益   

受取利息 23 15

受取配当金 63 36

債務勘定整理益 21 －

持分法による投資利益 － 147

その他 63 56

営業外収益合計 171 255

営業外費用   

支払利息 36 27

持分法による投資損失 179 －

その他 63 42

営業外費用合計 280 69

経常利益 1,316 2,442

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 9 －

特別損失   

固定資産除却損 ※4  15 ※4  24

減損損失 － ※5  320

投資有価証券評価損 26 －

ゴルフ会員権評価損 4 －

関係会社整理損失引当金繰入額 345 －

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 10

その他 7 －

特別損失合計 398 355

税金等調整前当期純利益 927 2,087

法人税、住民税及び事業税 279 790

法人税等調整額 △92 155

法人税等合計 187 946

当期純利益 740 1,141
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,004 7,004

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,004 7,004

資本剰余金   

前期末残高 7,718 7,718

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,718 7,718

利益剰余金   

前期末残高 9,954 10,393

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 740 1,141

持分法の適用範囲の変動 － 75

当期変動額合計 438 914

当期末残高 10,393 11,308

自己株式   

前期末残高 △11 △32

当期変動額   

自己株式の取得 △20 △160

当期変動額合計 △20 △160

当期末残高 △32 △192

株主資本合計   

前期末残高 24,666 25,084

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 740 1,141

自己株式の取得 △20 △160

持分法の適用範囲の変動 － 75

当期変動額合計 417 754

当期末残高 25,084 25,838

－13－
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 360 21

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △338 161

当期変動額合計 △338 161

当期末残高 21 183

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 2 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 24

当期変動額合計 △1 24

当期末残高 1 25

土地再評価差額金   

前期末残高 1,643 1,643

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,643 1,643

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,006 1,666

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △340 186

当期変動額合計 △340 186

当期末残高 1,666 1,852

純資産合計   

前期末残高 26,673 26,751

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 740 1,141

自己株式の取得 △20 △160

持分法の適用範囲の変動 － 75

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △340 186

当期変動額合計 77 940

当期末残高 26,751 27,691
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 927 2,087

減価償却費 511 525

減損損失 － 320

貸倒引当金の増減額（△は減少） △49 1

賞与引当金の増減額（△は減少） △11 △15

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △25

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9 4

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 45 △4

受取利息及び受取配当金 △86 △51

債務勘定整理益 △21 －

持分法による投資損益（△は益） 179 △147

支払利息 36 27

固定資産除却損 15 24

投資有価証券評価損益（△は益） 26 －

関係会社整理損失引当金繰入額 345 －

売上債権の増減額（△は増加） 205 107

たな卸資産の増減額（△は増加） △670 993

仕入債務の増減額（△は減少） △263 △89

その他の流動資産の増減額（△は増加） 30 △1

その他の流動負債の増減額（△は減少） 288 157

その他の固定負債の増減額（△は減少） △119 △20

その他 △39 123

小計 1,360 4,017

利息及び配当金の受取額 121 105

利息の支払額 △32 △28

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △352 △92

特別退職金の支払額 △77 －

ドゥ・スポーツプラザ新宿閉鎖に伴う支出 △781 －

固定資産撤去費用支払額 △4 △15

営業活動によるキャッシュ・フロー 232 3,986
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,300 △1,000

定期預金の払戻による収入 2,000 2,300

譲渡性預金の預入による支出 △460 △3,450

譲渡性預金の払戻による収入 960 2,550

有形固定資産の取得による支出 △223 △209

無形固定資産の取得による支出 △9 △29

投資有価証券の取得による支出 △22 △230

関係会社株式の取得による支出 － △39

関係会社の整理による収入 － 13

貸付けによる支出 △20 △30

貸付金の回収による収入 － 50

差入保証金の差入による支出 △86 －

差入保証金の回収による収入 199 －

関係会社の整理による支出 △280 △65

会社清算に伴う残余財産分配による収入 102 －

その他 2 △31

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,137 △171

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △173 △1,006

リース債務の返済による支出 － △55

長期未払金の返済による支出 △26 △26

自己株式の取得による支出 △20 △160

配当金の支払額 △302 △301

その他 △10 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △532 △1,551

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,433 2,264

現金及び現金同等物の期首残高 3,668 2,234

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,234 ※1  4,499
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 該当事項はありません。 

   

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数             ５社 

連結子会社名 

日新カップ㈱、ニューポート産業㈱、新豊食品㈱、

日新余暇開発㈱、日新サービス㈱ 

当連結会計年度において連結の範囲に含めていた㈱

テンノットツアーズは、平成21年２月27日に清算結

了により消滅したため、連結の範囲から除外してお

ります。なお、清算結了時までの同社の損益計算書

およびキャッシュ・フロー計算書については、連結

しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数             ５社 

連結子会社名 

日新カップ㈱、ニューポート産業㈱、新豊食品㈱、

日新余暇開発㈱、日新サービス㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

㈱小板橋 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

㈱小板橋 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)お

よび利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数     １社 

会社等の名称 

日新スイートナー㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数     ０社 

前連結会計年度において持分法適用会社でありまし

た日新スイートナー㈱は、平成21年６月24日に清算

したため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

(2) 持分法を適用した関連会社数       ３社 

主要な会社等の名称 

新東日本製糖㈱、日本ポート産業㈱ 

(2) 持分法を適用した関連会社数       ３社 

主要な会社等の名称 

新東日本製糖㈱、新中糖産業㈱、 

日本ポート産業㈱ 

前連結会計年度において持分法適用会社でありまし

た㈱エヌアイフィットネスは、平成21年９月30日に

清算したため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

また、新中糖産業㈱については、重要性が増加した

ことにより、当連結会計年度から持分法の適用範囲

に含めることといたしました。  

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の

うち主要な会社等の名称 

㈱小板橋 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および関連会社の

うち主要な会社等の名称 

前連結会計年度に同じであります。 

（持分法を適用しない理由） 

持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持

分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

前連結会計年度に同じであります。 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があ

ると認められる事項 

イ 持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につ

いては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

なお、日新スイートナー㈱は、当連結会計年度よ

り決算日を12月末日から３月25日に変更し、当連

結会計年度の月数が14ヶ月25日となっておりま

す。 

ロ 債務超過会社に対する持分額は、当該会社に対す

る貸付金を考慮して、貸付金の一部を消去してお

ります。 

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があ

ると認められる事項 

持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社につい

ては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

前連結会計年度に同じであります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

イ 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

イ 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

前連結会計年度に同じであります。 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法により算定） 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

前連結会計年度に同じであります。 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

時価のないもの 

前連結会計年度に同じであります。 

ロ デリバティブ取引 

時価法 

ロ デリバティブ取引 

前連結会計年度に同じであります。 

ハ たな卸資産 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

ハ たな卸資産 

前連結会計年度に同じであります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社および連結子会社５社のうち２社は定率法に

よっております。ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっております。その他の連結子会

社３社は、定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物         ３～60年 

機械装置及び運搬具       ２～17年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

前連結会計年度に同じであります。 

ロ 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっております。 

ロ 無形固定資産(リース資産を除く) 

前連結会計年度に同じであります。 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

ハ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が企業会計基準第13号

「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

ハ リース資産 

前連結会計年度に同じであります。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

前連結会計年度に同じであります。 

ロ 賞与引当金 

従業員等に対する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

ロ 賞与引当金 

前連結会計年度に同じであります。 

ハ 役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額の当連結会計年度負担額を計上

しております。 

ハ 役員賞与引当金 

前連結会計年度に同じであります。 

ニ 関係会社整理損失引当金 

関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当社が

負担することとなる損失見込額を計上しておりま

す。 

────── 

ホ 退職給付引当金 

従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、会計基準変

更時差異（467百万円(退職給付制度一部終了分控

除後））については、10年による按分額を費用処

理しております。数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により、翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

なお、連結会計年度末における年金資産が、退職

給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を

超過する場合には、前払年金費用として投資その

他の資産の「その他」に計上しております。 

ニ 退職給付引当金 

前連結会計年度に同じであります。 

ヘ 役員退職慰労引当金 

当社および連結子会社３社では、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、規定に基づく期末要支給

額を計上しております。 

ホ 役員退職慰労引当金 

当社および連結子会社４社では、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、規定に基づく期末要支給

額を計上しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算

の基準 

前連結会計年度に同じであります。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理によっております。ただ

し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を行っております。ま

た、特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理を採用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

前連結会計年度に同じであります。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

商品先物取引   粗糖仕入 

為替予約取引   外貨建金銭債権債務 

金利スワップ取引   借入金 

前連結会計年度に同じであります。 

ハ ヘッジ方針 

主として当社の業務分掌規程に基づき、粗糖相場

の変動および為替相場の変動ならびに市場金利の

変動によるリスクをヘッジしております。なお、

粗糖相場の変動リスクに対するヘッジ取引につい

ては、当社取締役会規程の内規において、取引権

限の限度等を定めております。 

ハ ヘッジ方針 

前連結会計年度に同じであります。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計を比較し、比率分析を行うことにより

判定しております。また、実需予測に対するヘッ

ジについては、予測と実績に大きな乖離がないこ

とを事後的に確認しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

前連結会計年度に同じであります。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

前連結会計年度に同じであります。 

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

前連結会計年度に同じであります。 

６ のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

「のれん」および「負ののれん」（「のれん相当額」

を含む）の償却については、その投資効果の発現する

期間を個別に見積もり、20年以内の合理的な年数で定

額法により償却しております。 

６ のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

前連結会計年度に同じであります。  

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払い預金および取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっております。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

前連結会計年度に同じであります。 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（棚卸資産の評価基準および評価方法の変更） 

通常の販売目的で保有する棚卸資産につきましては、従

来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日)が適用

されたことに伴い、主として総平均法による原価法(貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法)により算定しております。  

これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益は、それぞれ78百万円減少し

ております。  

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引につきまして

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、当連結会計年度から「リース取引に

関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17

日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))

および「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認

会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改

正))を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。また、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につ

きましては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。  

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引につきましては、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用して

おります。  

この変更による損益に与える影響はありません。  

  

────── 

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平成20年

７月31日）を適用しております。なお、これによる営業

利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える

影響はありません。 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」(平成20年8月7日 内閣府

令第50号)が適用となることに伴い、前連結会計年度に

おいて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、

当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」

「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ2,879百

万円、51百万円、1,278百万円であります。 

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

 （連結貸借対照表） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

   

１ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました無形固

定資産の「リース資産」（当連結会計年度末の残高

は６百万円）は、資産の総額の100分の１以下である

ため、無形固定資産の「その他」に含めて表示する

ことにいたしました。 

２ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました流動負債

の「リース債務」(当連結会計年度末の残高は70百万

円)は、負債及び純資産の合計額の100分の１以下で

あるため、流動負債の「その他」に含めて表示する

ことにいたしました。 

３ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました流動負債

の「未払消費税等」(当連結会計年度末の残高は246

百万円)は、負債及び純資産の合計額の100分の５以

下であるため、流動負債の「その他」に含めて表示

することにいたしました。 

４ 前連結会計年度まで流動負債「その他」に含めて表示

しておりました製造委託料等に係る債務（前連結会

計年度末残高699百万円）は、当連結会計年度より

「支払手形及び買掛金」に含めて表示することにい

たしました。なお、当連結会計年度末の「支払手形

及び買掛金」に含まれる当該債務は、384百万円であ

ります。 

５ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「長期借

入金」(当連結会計年度末の残高は75百万円) および

固定負債の「リース債務」(当連結会計年度末の残高

は272百万円)は、負債及び純資産の合計額の100分の

１以下であるため、固定負債の「その他」に含めて

表示することにいたしました。 

  

（連結損益計算書） 

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業外収

益の「債務勘定整理益」（当連結会計年度は６百万

円）は、営業外収益の総額の100分の10以下であるた

め、営業外収益の「その他」に含めて表示すること

にいたしました。 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

────── 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動

によるキャッシュ・フローの「債務勘定整理益」

（当連結会計年度は△６百万円）は、当連結会計年

度において、金額的重要性が乏しくなったため「そ

の他」に含めて表示することにいたしました。 

２ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました投資活動

によるキャッシュ・フローの「差入保証金の差入に

よる支出」（当連結会計年度は△21百万円）は、当

連結会計年度において、金額的重要性が乏しくなっ

たため「その他」に含めて表示することにいたしま

した。 

３ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました投資活動

によるキャッシュ・フローの「差入保証金の回収に

よる収入」（当連結会計年度は１百万円）は、当連

結会計年度において、金額的重要性が乏しくなった

ため「その他」に含めて表示することにいたしまし

た。 

４ 前連結会計年度まで財務活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めておりました「リース債務の

返済による支出」（前連結会計年度は△10百万円）

は、当連結会計年度において、金額的重要性が増し

たため区分掲記しております。 

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当社および連結子会社は、当連結会計年度より、法人税

法の改正を契機として、機械装置の耐用年数の見直しを

行っております。この変更による損益に与える影響は軽

微であります。  

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

────── 

  

────── 

  

  

  

１  当社および連結子会社は、当連結会計年度より、「金

融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平

成20年３月10日）および「金融商品の時価等の開示に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平

成20年３月10日）を適用しております。 

２  当社および連結子会社は、当連結会計年度より「賃貸

等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会

計基準第20号 平成20年11月28日）および「賃貸等不

動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日）

を適用しております。 

３  当社は、平成21年10月１日付けで退職年金制度の改正

を行い、従来の税制適格退職年金制度から確定給付企

業年金制度に移行しております。この制度変更による

影響は軽微であります。 
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

※１ 非連結子会社および関連会社項目 

非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社および関連会社項目 

非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 8,403百万円 投資有価証券(株式) 百万円8,591

(うち、共同支配企業に対する投資の金額 (うち、共同支配企業に対する投資の金額 

7,684百万円) 百万円) 7,708

※２ 担保資産および担保付債務 ※２ 担保資産および担保付債務 

(1) 担保に供している資産の額(帳簿価額) 担保に供している資産の額(帳簿価額) 

建物及び構築物 218百万円

土地  698

計  916

建物及び構築物 百万円201

土地  698

計  900

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

流動負債その他 100百万円

長期借入金  175

計  275

流動負債その他 百万円100

固定負債その他  75

計  175

(2) 担保に供している資産の額(帳簿価額)   

工場財団   

建物及び構築物 486百万円

機械装置及び運搬具  34

土地  196

計  716

  

上記に対応する債務   

流動負債その他 40百万円

計  40

  

※３ 土地再評価 

当社では、土地の再評価に関する法律に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純

資産の部に計上しております。 

※３ 土地再評価 

当社では、土地の再評価に関する法律に基づき、事

業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純

資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に

定める方法により算出 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に

定める方法により算出 

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  △2,675百万円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

  百万円△2,707

※４ 差入有価証券 

投資有価証券のうち営業保証金に11百万円、商品市

場取引委託証拠金に71百万円を差入れております。

※４ 差入有価証券 

投資有価証券のうち営業保証金に 百万円、商品市

場取引委託証拠金に 百万円を差入れております。

11

69

 ５ 偶発債務 

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っております。 

 ５ 偶発債務 

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っております。 

(注)総額3,643百万円のうち、当社保証額でありま

す。 

新東日本製糖㈱ (注) 1,821百万円

従業員住宅融資等  5

計  1,827

(注)総額 百万円のうち、当社保証額でありま

す。 

新東日本製糖㈱ (注) 百万円1,596

従業員住宅融資等  4

計  1,601

3,193
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前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

 ６ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三

井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコミ

ットメントライン契約を締結しております。 

 ６ コミットメントライン契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、㈱三

井住友銀行および㈱みずほコーポレート銀行とコミ

ットメントライン契約を締結しております。 

コミットメントの総額 2,000百万円

借 入 実 行 残 高  ―

差 引 額  2,000

コミットメントの総額 百万円2,000

借 入 実 行 残 高  ―

差 引 額  2,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の 

   金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に 

   含まれております。  

                     78百万円 

  １        ────── 

   

    

    

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 

製品保管料および製品運賃 1,698百万円

従業員給料  1,109

賞与引当金繰入額  219

退職給付費用  181

役員退職慰労引当金繰入額  49

役員賞与引当金繰入額  27

製品保管料および製品運賃 百万円1,691

販売促進費   

従業員給料 

 

 

655

1,079

賞与引当金繰入額  206

退職給付費用  351

役員退職慰労引当金繰入額  48

役員賞与引当金繰入額  2

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費   52百万円 ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 百万円70

※４ 固定資産除却損の内訳 ※４ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具  5

その他  2

計  15

建物及び構築物 百万円14

機械装置及び運搬具  7

その他  1

計  24

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおりま

す。 

        ────── 

   

なお、固定資産除却損は撤去費用を含んでおりま

す。 

※５ 減損損失  

   当連結会計年度において、以下の資産グループに 

   ついて減損損失を計上しました。  

当社は、減損会計の適用にあたり、事業の種類別

セグメントを基準に資産のグルーピングを行って

おります。ただし、賃貸資産、スポーツクラブ店

舗および遊休資産など、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出すと認められるものについて

は、個別のグルーピングを行っております。 

当該スポーツクラブ店舗の回収可能価額は、使用  

価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーに基づく評価額がマイナスであるため、回収可

能価額は零と算定しております。  

場所 用途 種類  
金額

(百万円) 
 群馬県
  高崎市

スポーツ
 クラブ店舗 

建物及び 
 構築物  301 

その他   19 
（計）  320 
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加    86,225株 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株)  50,387,948  －  －  50,387,948

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株)  35,605  86,225  －  121,830

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  302  6 平成20年３月31日 平成20年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  301  6 平成21年３月31日 平成21年６月26日

－26－
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加           株   

取締役会決議による自己株式の取得による増加    株  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  次のとおり、提案しております。  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株)  50,387,948  －  －  50,387,948

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株)  121,830  741,251  －  863,081

5,251

736,000

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり配当額
(円) 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  301  6 平成21年３月31日 平成21年６月26日 

議案 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  445  9 平成22年３月31日 平成22年６月28日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,884百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金 
 △1,300

有価証券勘定に含まれる取得

日から３ヶ月以内に満期日の

到来する譲渡性預金 

 650

現金及び現金同等物  2,234

現金及び預金勘定 百万円1,249

有価証券勘定に含まれる取得

日から３ヶ月以内に満期日の

到来する譲渡性預金 

 3,250

現金及び現金同等物  4,499
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前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

  
砂糖その他 
食品事業 
(百万円) 

健康産業事業
(百万円) 

不動産その他
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益                                    

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 37,844  1,521  3,958  43,324  ―  43,324

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 0  1  83  85 (85)  ―

計  37,844  1,523  4,042  43,410 (85)  43,324

営業費用  35,204  1,845  3,780  40,830  1,069  41,899

営業利益又は営業損失(△)  2,639  △322  262  2,579 (1,154)  1,425

Ⅱ 資産、減価償却費およ

び資本的支出 
                                   

資産  23,770  1,703  5,672  31,146  5,152  36,299

減価償却費  162  116  204  483  28  511

資本的支出  153  195  126  475  15  491

  
砂糖その他 
食品事業 
(百万円) 

健康産業事業
(百万円) 

不動産その他
事業 

(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益                                    

売上高                                    

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
 38,048  1,887  3,362  43,299  ―  43,299

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 0  1  58  59 (59)  ―

計  38,049  1,889  3,420  43,359 (59)  43,299

営業費用  34,668  2,022  3,218  39,909  1,133  41,042

営業利益又は営業損失(△)  3,380  △133  202  3,449 (1,192)  2,256

Ⅱ 資産、減価償却費、 

  減損損失および 

  資本的支出 

                                   

資産  22,991  1,331  5,486  29,809  7,137  36,946

減価償却費  188  125  185  498  27  525

減損損失   ―  320  ―  320  ―  320

資本的支出  229  59  121  411  43  454
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 （注) １ 事業区分は、製品系列および内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度は1,154百万円、

当連結会計年度は1,192百万円であり、当社本社の総務、財務等の管理部門に係る費用であります。 

４ 会計処理方法の変更 

  前連結会計年度  

  （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「砂糖その他食品事業」で78百万円減少しておりま

す。  

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度は5,156百万円、当連結会計年

度は7,139百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金

(投資有価証券)および当社本社の総務、財務等の管理部門に係る資産等であります。 

  

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)および当連結会計年度(自 平成21年４月１

日 至 平成22年３月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)および当連結会計年度(自 平成21年４月１

日 至 平成22年３月31日) 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

事業区分 主要製品

砂糖その他食品事業 
砂糖、砂糖加工品、黒糖、果糖、ガムシロップ、異性化糖、コーンスターチ、

水飴 

健康産業事業 
アスレティックジム、ゴルフ練習場、プール、スポーツ用品ブティック、スポ

ーツ施設の経営およびコンサルタント事業 

不動産その他事業 店舗等の不動産賃貸、冷蔵倉庫・港湾運送、合成樹脂等の販売ほか 

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   

 該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付及び賃貸等不

動産に関する事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと判断されるため開示を省略しており

ます。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 532.19円

１株当たり当期純利益金額 14.72円

１株当たり純資産額 円559.15

１株当たり当期純利益金額 円22.75

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益 (百万円)  740  1,141

普通株主に帰属しない金額 (百万円)  ―  ―

普通株式に係る当期純利益 (百万円)  740  1,141

普通株式の期中平均株式数 (千株)  50,308  50,149

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,102 590

売掛金 1,236 1,134

有価証券 650 4,150

商品及び製品 － 12

仕掛品 164 149

原材料及び貯蔵品 1,374 943

前払費用 87 83

繰延税金資産 224 124

関係会社短期貸付金 3,530 2,775

その他 143 90

貸倒引当金 △280 △1

流動資産合計 9,233 10,053

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,070 3,078

減価償却累計額 △1,212 △1,332

建物（純額） 1,858 1,746

構築物 504 503

減価償却累計額 △387 △396

構築物（純額） 116 106

機械及び装置 836 839

減価償却累計額 △508 △571

機械及び装置（純額） 328 268

車両運搬具 52 52

減価償却累計額 △26 △37

車両運搬具（純額） 25 15

工具、器具及び備品 498 518

減価償却累計額 △388 △432

工具、器具及び備品（純額） 110 86

土地 5,709 5,709

リース資産 108 168

減価償却累計額 △8 △32

リース資産（純額） 100 135

建設仮勘定 － 4

有形固定資産合計 8,249 8,072

無形固定資産   

ソフトウエア 31 27

その他 42 45

無形固定資産合計 73 72
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,329 1,680

関係会社株式 12,072 12,100

出資金 1 1

関係会社長期貸付金 1,799 1,653

繰延税金資産 171 32

長期差入保証金 618 638

その他 319 270

貸倒引当金 △150 △491

投資その他の資産合計 16,161 15,885

固定資産合計 24,484 24,030

資産合計 33,718 34,084

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,176 2,060

短期借入金 1,100 1,100

1年内返済予定の長期借入金 966 －

リース債務 22 33

未払金 113 78

未払費用 884 171

未払法人税等 7 563

未払消費税等 92 －

前受金 76 68

預り金 11 12

賞与引当金 127 117

役員賞与引当金 23 －

関係会社整理損失引当金 65 －

その他 － 283

流動負債合計 4,667 4,489

固定負債   

長期借入金 175 75

リース債務 77 108

役員退職慰労引当金 256 249

再評価に係る繰延税金負債 1,433 1,433

その他 279 280

固定負債合計 2,222 2,146

負債合計 6,889 6,636
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,004 7,004

資本剰余金   

資本準備金 1,751 1,751

その他資本剰余金 5,967 5,967

資本剰余金合計 7,718 7,718

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 8,400 8,400

繰越利益剰余金 2,169 2,816

利益剰余金合計 10,569 11,216

自己株式 △32 △192

株主資本合計 25,260 25,747

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △76 31

繰延ヘッジ損益 1 25

土地再評価差額金 1,643 1,643

評価・換算差額等合計 1,567 1,701

純資産合計 26,828 27,448

負債純資産合計 33,718 34,084

－33－

日新製糖㈱　(2116)　平成22年３月期 決算短信



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高   

商品及び製品売上高 26,884 27,664

ドゥ・スポーツプラザ営業収入 1,190 1,580

不動産賃貸収入 367 368

売上高合計 28,442 29,614

売上原価   

商品及び製品売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 － －

当期商品及び製品仕入高 8,581 8,860

当期製品製造原価 15,509 15,065

合計 24,091 23,926

商品及び製品期末たな卸高 － 12

商品及び製品売上原価 24,091 23,913

ドゥ・スポーツプラザ売上原価 1,152 1,419

不動産賃貸原価 209 201

売上原価合計 25,453 25,535

売上総利益 2,989 4,078

販売費及び一般管理費 2,107 2,113

営業利益 881 1,965

営業外収益   

受取利息 101 73

受取配当金 130 135

その他 67 29

営業外収益合計 299 237

営業外費用   

支払利息 43 32

その他 27 30

営業外費用合計 71 63

経常利益 1,109 2,139

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9 －

特別利益合計 9 －

特別損失   

固定資産除却損 8 10

投資有価証券評価損 26 －

関係会社株式評価損 14 －

ゴルフ会員権評価損 4 －

関係会社貸倒引当金繰入額 336 341

関係会社整理損失引当金繰入額 65 －

特別損失合計 453 351

税引前当期純利益 665 1,788

法人税、住民税及び事業税 172 639

法人税等調整額 △83 200

法人税等合計 88 839

当期純利益 576 948
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,004 7,004

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,004 7,004

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,751 1,751

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,751 1,751

その他資本剰余金   

前期末残高 5,967 5,967

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,967 5,967

資本剰余金合計   

前期末残高 7,718 7,718

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,718 7,718

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 8,400 8,400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,400 8,400

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,894 2,169

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 576 948

当期変動額合計 274 647

当期末残高 2,169 2,816

利益剰余金合計   

前期末残高 10,294 10,569

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 576 948

当期変動額合計 274 647

当期末残高 10,569 11,216
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △11 △32

当期変動額   

自己株式の取得 △20 △160

当期変動額合計 △20 △160

当期末残高 △32 △192

株主資本合計   

前期末残高 25,006 25,260

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 576 948

自己株式の取得 △20 △160

当期変動額合計 254 486

当期末残高 25,260 25,747

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 162 △76

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △239 108

当期変動額合計 △239 108

当期末残高 △76 31

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 2 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 24

当期変動額合計 △1 24

当期末残高 1 25

土地再評価差額金   

前期末残高 1,643 1,643

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,643 1,643

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,808 1,567

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △240 133

当期変動額合計 △240 133

当期末残高 1,567 1,701
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 26,815 26,828

当期変動額   

剰余金の配当 △302 △301

当期純利益 576 948

自己株式の取得 △20 △160

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △240 133

当期変動額合計 13 619

当期末残高 26,828 27,448
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 該当事項はありません。 

  

   

 該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

６．その他
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